



















ら1995年に ｢科学技術基本法｣ が制定され, その実行計画ともいうべき ｢科学技術基本計
画｣ (第１期は1996年) の中で大学と企業の連携の重要性と支援策の必要性が説かれたの
が端緒となった｡
その後, 1998年の ｢大学等技術移転促進法｣ (TLO法) 制定による技術移転機関の整備,




業との ｢共同研究件数｣ は14,779件, 特許権の実施件数は5,489件と, ４年前に比べ共同研
究件数で3,725件, 特許権は実に4,206件も増加している (文部科学省 2010)｡













年度時点で約７割が法人化 (公立大学協会 2010) しているが, 本稿ではそれらを国立大
学, 公立大学, あるいは国公立大学と略記する｡ また, 社会科学分野の中でも企業との関
連性が最も高いビジネス系 (経済・経営・商・会計学等) 分野の学部・学科を有する大学














企業の機能と役割を論じたもの (原山優子 2003), 産学連携とイノベーションの関連を
明らかにしたもの (馬場靖憲・後藤晃編, 2007), 諸外国の産学連携実態を分析したもの





られる｡ しかしながら, それ以外にどのような連携方法があり得るのか, 連携上の問題点









育の将来指針である 『我が国の高等教育の将来像 (答申)』 を発表し, 大学の使命にこれ
までの研究・教育機能に加えて社会貢献機能を ｢第三の使命｣ として追加したことで, 大
学と地域の企業との関わりの重要性が喚起された (中央教育審議会 2005)｡ 次いで翌
2006年, 教育基本法が改正されるが, 同法において大学に関する項目 (第７条) が新設さ
れるとともに, 大学の役割として教育, 研究と並んで ｢研究成果の社会への提供｣ すなわ
ち社会貢献機能が明確に規定された (文部科学省 2006ａ；文部科学省 2006ｂ)｡ また,
世界的にも先進国間で知識基盤社会における大学の社会貢献機能が強調されるようになっ
てきており, OECD は高等教育機関による地域社会貢献の実態を調査・公表し, その推





携の現状を調査している (近畿経済産業局 2002)｡ 国内での文系分野を対象にした最初
の調査として価値があるが, 文系と芸術分野における事例調査等から成果がみえにくい,
報酬が低額である, といった特徴を明示している｡ しかしながら, 近畿地域に限定した調
査であり, アンケート等で産学連携の意義や役割を一般化された特質として抽出したもの
ではない｡ またその後, 中国地域を対象に文系分野の産学連携実態を調査・分析した報告
書が公表されている (中国経済産業局 2005)｡ 成果や要望等に関してアンケート結果と
インタビュー結果は記述されているが, 文系分野全般に渡る調査であり地域も限定された












や役割, 問題点を明らかにしようとした｡ また, 分析にあたって, 全体の傾向を検討する
だけでなく, 法人別 (国公立大学と私立大学), 規模別 (大規模大学と中小規模大学) と
いう分析軸を設けて比較することにした (理由は後述)｡ 質問項目は, 連携ニーズの内容
とその程度, 連携への対応可能性と連携の意義・メリット, 課題 (連携の阻害要因) であ














果 (中島英博, キース J. モーガン他 2004) が報告されており, 私立大学においても







中小規模大学に分類した (図表１参照)｡ その結果, 国公立大学 (49校), 私立大学 (115
校) のいずれも中央値である学生数3000人を分岐点としてほぼ半数の大学が両者に分類さ










国公立大学 (Ｎ＝49) 49.0％ (24) 51.0％ (25)
私立大学 (Ｎ＝115) 50.4％ (58) 49.6％ (57)
(注) カッコ内は質問紙を用いた郵送調査による有効回答数 (調査実施：2010年２月)
する部署を有しており, ほとんど (88.0％) の大学が学内に専門部署を, 12.0％の大学で
は事務局が兼務するかたちをとっている (図表２参照)｡ 国公立大学 (中小規模) でも産
学連携担当部署がない大学は4.2％に過ぎず, 約３分の２が学内専門部署を有する一方,
３分の１は学内事務局が兼務している｡
一方, 私立大学 (大規模) では, 産学連携の担当部署を有しない割合が２割弱 (17.5％)
あり, 専門部署を有する大学は半数程度 (52.6％), 事務局の兼務が約３割 (29.8％) ある｡
また, 私立大学 (中小規模) では, ３割弱 (27.6％) が産学連携を担当する部署を持って
いない｡ 学内に専門部署を有しているのは25.9％で, 半数近い大学 (46.6％) では事務局
が兼務するかたちをとっている｡
総じて, 国立大学 (大規模) の大半が産学連携の専門部署を有し, 次いで国立大学 (中
小規模), 私立大学 (大規模), 私立大学 (中小規模) の順で専門部署の保有割合は低下し
ている｡
② 産学連携担当の専任職員数
産学連携担当の専任職員数に関しては, 国公立大学 (大規模) ではほとんどの大学で専
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③ 産学連携担当専任職員の専門性
産学連携担当職員の専門性に関しては, 国公立大学 (大規模) では, 民間企業出身者
(81.8％), 産学連携制度に精通した職員 (72.7％) が多く, 弁理士有資格者や銀行・信金
出身者も３割弱存在する (図表４参照)｡ 国公立大学 (中小規模) では, 民間企業出身者
(72.2％), 弁理士有資格者 (16.7％) は国立大学 (大規模) に次いで高い割合であり, ま
た半数の大学に地元自治体の出身者が存在する｡
私立大学 (大規模) では64.5％で産学連携制度に精通した職員がいるだけでなく, 民間
企業出身者も約３分の２の大学で有している一方, 地元自治体の出身者がいる割合は低い｡
私立大学 (中小規模) では民間企業出身者 (45.8％), 産学連携制度に精通した職員 (37.5％),
地元自治体の出身者 (16.7％), 弁理士有資格者 (4.2％) のいずれも最も低い割合である｡







公立大学, 私立大学ともマーケティング, 経営戦略, 会計, 日本の経済動向に関しては対
応可能性が高いといえる (図表５参照)｡ 法人別, 規模別の特徴をみると, 国公立大学
(大規模) ではマーケティングでほとんどの大学 (94.7％) が対応可能と答えており, 経
営戦略で約９割 (89.5％), ビジネス関連法で約７割 (68.4％) が対応可能としている｡ マー
ケティング, 経営戦略, ビジネス関連法の３領域に関しては他の法人・規模の大学を上回
る高い比率を示しているのは国立大学 (大規模) の特徴といえよう｡
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経済動向 (77.8％) に関して他の法人・規模の大学より強い領域であるが, 人事・労務管
理, 経営戦略, マーケティングに関しては比較的弱い領域であるといえる｡ 私立大学 (大
規模) では, ほとんどの大学においてマーケティング領域の相談事項に対応可能であり,
経営戦略, 会計領域でも７割以上が対応可能である｡ 私立大学 (中小規模) では, マーケ
ティングや経営戦略については, ７～８割の大学が対応可能であるが, ビジネス関連法,













大規模大学では１～２割程度が ｢対応は困難｣ としていて, 残り８～９割の大学におい
ては, 実施中ないし教員や教員と学生による対応が可能とみている｡ しかしながら, 中
小規模大学においては, 国公立大学 (中小規模) で半数以上が, 私立大学 (中小規模)
で32.4％が ｢対応は困難｣ と回答しており, 小規模であるが故にこの領域を担当できる
教員が少ないことが原因とみられる｡ 対応可能者は, どの法人, 規模の大学においても
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学においてやや高い比率になっている｡
２) 社外取締役への就任
企業の社外取締役への就任に関しては, 私立大学で６割近くが ｢対応は困難｣ と回答
しており, 国公立大学でも中小規模大学で同比率が44.4％あるが, 大規模大学では










割程度 (国公立大学 (中小規模)) ないしそれ以下であり, 約９割程度の大学では対応
可能あるいは実施中・済と回答している｡ 実施中・済は, 私立大学 (中小規模) で約１







可能という状況にある｡ 私立大学 (大規模) では約３割 (31.6％) が実施中・済である






までの設問 (市場調査・来店者調査, 新製品・サービスの共同企画開発) と比べると低
い割合である｡ 実施者としては, 教員と学生の両方で対応可能とする割合が国公私立大





21.1％, 私立大学で15.8％と低い割合である｡ また, 実施中・済のところは私立大学










の割合が多い｡ また, 実施中・済の大学は国公立大学で25～26％あるが, 私立大学 (中
小規模) で8.1％, 同・大規模大学では2.7％に過ぎない｡ ただ, 国公立, 私立大学とも








中・済なのは, 国公立大学 (大規模) の16.7％と私立大学の2.6％に過ぎない｡ 学生で対







(中小規模) で７割近い (66.7％) 割合であり, 国公立大学 (大規模) および私立大学
(大規模) で36.8％, 私立大学 (中小規模) で29.7％となっている｡ 実施中・済の大学は
各々１割程度ないしそれ以下である｡ 対応可能者については, 法人別・規模別に最も大
きな数値をみると, 国公立大学 (中小規模) では教員, 教員と学生 (いずれも11.1％),
国公立大学 (大規模) では学生が対応可能 (31.6％) となっており, 私立大学 (中小規
模) では教員・学生の両方が対応可能 (35.1％), 私立大学 (大規模) では教員と学生













国公立・中小 0.0％ 33.3％ 0.0％ 11.1％ 55.6％
国公立・大 15.8％ 57.9％ 0.0％ 15.8％ 10.5％
私立・中小 0.0％ 56.8％ 2.7％ 8.1％ 32.4％




国公立・中小 0.0％ 55.6％ 0.0％ 0.0％ 44.4％
国公立・大 15.8％ 42.1％ 0.0％ 21.1％ 21.1％
私立・中小 0.0％ 38.9％ 0.0％ 2.8％ 58.3％




国公立・中小 0.0％ 55.6％ 0.0％ 0.0％ 44.4％
国公立・大 5.3％ 52.6％ 0.0％ 10.5％ 31.6％
私立・中小 0.0％ 45.9％ 2.7％ 8.1％ 43.2％




国公立・中小 22.2％ 11.1％ 11.1％ 44.4％ 11.1％
国公立・大 31.6％ 10.5％ 15.8％ 36.8％ 5.3％
私立・中小 10.8％ 18.9％ 10.8％ 51.4％ 8.1％




国公立・中小 22.2％ 22.2％ 11.1％ 33.3％ 11.1％
国公立・大 15.8％ 36.8％ 5.3％ 36.8％ 5.3％
私立・中小 10.8％ 16.2％ 10.8％ 43.2％ 18.9％










国公立・中小 12.5％ 12.5％ 12.5％ 37.5％ 25.0％
国公立・大 5.6％ 22.2％ 0.0％ 33.3％ 38.9％
私立・中小 2.7％ 18.9％ 13.5％ 40.5％ 24.3％




国公立・中小 11.1％ 55.6％ 0.0％ 0.0％ 33.3％
国公立・大 10.5％ 47.4％ 0.0％ 21.1％ 21.1％
私立・中小 2.8％ 52.8％ 2.8％ 5.6％ 36.1％




国公立・中小 25.0％ 62.5％ 0.0％ 0.0％ 12.5％
国公立・大 26.3％ 52.6％ 0.0％ 5.3％ 15.8％
私立・中小 8.1％ 62.2％ 2.8％ 2.7％ 27.0％




国公立・中小 0.0％ 11.1％ 33.3％ 0.0％ 55.6％
国公立・大 16.7％ 11.1％ 22.2％ 22.2％ 27.8％
私立・中小 0.0％ 13.9％ 22.2％ 5.6％ 58.3％




国公立・中小 11.1％ 11.1％ 0.0％ 11.1％ 66.7％
国公立・大 5.3％ 10.5％ 31.6％ 15.8％ 36.8％
私立・中小 8.1％ 18.9％ 8.1％ 35.1％ 29.7％
私立・大 7.9％ 15.8％ 15.8％ 23.7％ 36.8％
 企業に協力してもらいたい事項
大学が企業側に協力してもらいたい事項に関しても10項目を用意し, 実施中か, 協力し
てもらいたいか, 協力不要か, という選択肢を設けて, 回答割合を法人, 規模別に比較し
た｡ 以下, 各項目に関して考察する (図表７参照)｡
１) インターンシップの受け入れ
インターンシップに関しては, 今回挙げた10項目の中で最も実施割合が高い項目であ
り, 特に国公立大学 (中小規模) では全ての大学が実施している｡ 次いで国公立大学





大学の講義 (ビジネス系科目) への講師派遣に関しては, 国公立, 私立大学とも他の
項目と比べて比較的実施率は高いといえる｡ 特に大規模大学で高く, 国公立大学 (大規




寄附講座 (冠講座ともいう) は寄附金を受けたり, 講師を派遣してもらったりして講
座を特設するもので, 実施中のところは大規模大学が多い｡ 国公立大学 (大規模) では





かとの質問項目に関しては, 規模別に違いがみられる｡ 国公立大学 (大規模) の約半数







している｡ 実施していない大学に関しては, 協力不要とする回答は極めて少なく, 大半
の大学が企業に協力してもらいたいと考えていることがわかる｡
６) 起業したい学生への投資支援
起業したい学生への投資支援に関しては, 実施中の大学が国公立大学 (大規模) で
5.3％, 私立大学 (大規模) で7.9％, その他の法人・規模の大学では０％となっており,





国公立大学で10.5％, 私立大学で7.9％存在する｡ しかし中小規模大学では, 国公立, 私
立大学とも０％である｡ 協力不要とする大学は極めて少なく, 国公立大学 (大規模) で











で25.0％, 大規模大学では半数近く (47.4％) が実施中であり, 私立大学では中小規模
大学で9.1％が, 大規模大学では15.8％が実施中となっている｡ 一方, 協力不要という大




ビジネス系大学教員への研究協力に関しては, 実施率が国公立大学 (中小規模) で
11.1％, 国公立大学 (大規模) で26.3％, 私立大学 (中小規模) で17.1％, 私立大学
(大規模) では18.4％である｡ 大規模大学で実施率が高い傾向にある｡ 協力不要という
回答は私立大学に若干あるものの, 実施していない大学の多くが企業に協力を要望して










実施中 協力してもらいたい どちらともいえない 協力不要
国公立・中小 100.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％
国公立・大 78.9％ 21.1％ 0.0％ 0.0％
私立・中小 77.1％ 17.1％ 5.7％ 0.0％
私立・大 73.7％ 23.7％ 2.6％ 0.0％
実施中 協力してもらいたい どちらともいえない 協力不要
国公立・中小 44.4％ 33.3％ 22.2％ 0.0％
国公立・大 63.2％ 21.1％ 5.3％ 10.5％
私立・中小 45.7％ 42.9％ 8.6％ 2.9％
私立・大 52.6％ 31.6％ 15.8％ 0.0％
実施中 協力してもらいたい どちらともいえない 協力不要
国公立・中小 22.2％ 44.4％ 33.3％ 0.0％
国公立・大 44.4％ 44.4％ 11.1％ 0.0％
私立・中小 22.9％ 48.6％ 25.7％ 2.9％
私立・大 39.5％ 44.7％ 15.8％ 0.0％
実施中 協力してもらいたい どちらともいえない 協力不要
国公立・中小 0.0％ 88.9％ 11.1％ 0.0％
国公立・大 47.4％ 47.4％ 5.3％ 0.0％
私立・中小 11.4％ 74.3％ 11.4％ 2.9％
私立・大 36.8％ 55.3％ 7.9％ 0.0％
実施中 協力してもらいたい どちらともいえない 協力不要
国公立・中小 0.0％ 66.7％ 33.3％ 0.0％
国公立・大 15.8％ 84.2％ 0.0％ 0.0％
私立・中小 14.3％ 62.9％ 22.9％ 0.0％







実施中 協力してもらいたい どちらともいえない 協力不要
国公立・中小 0.0％ 55.6％ 44.4％ 0.0％
国公立・大 5.3％ 68.4％ 26.3％ 0.0％
私立・中小 0.0％ 45.7％ 54.3％ 0.0％
私立・大 7.9％ 63.2％ 23.7％ 5.3％
実施中 協力してもらいたい どちらともいえない 協力不要
国公立・中小 0.0％ 44.4％ 55.6％ 0.0％
国公立・大 10.5％ 68.4％ 21.1％ 0.0％
私立・中小 0.0％ 48.6％ 48.6％ 2.9％
私立・大 7.9％ 47.4％ 39.5％ 5.3％
実施中 協力してもらいたい どちらともいえない 協力不要
国公立・中小 11.1％ 66.7％ 22.2％ 0.0％
国公立・大 27.8％ 44.4％ 16.7％ 11.1％
私立・中小 5.7％ 40.0％ 51.4％ 2.9％
私立・大 7.9％ 47.4％ 42.1％ 2.6％
実施中 協力してもらいたい どちらともいえない 協力不要
国公立・中小 25.0％ 62.5％ 0.0％ 12.5％
国公立・大 47.4％ 36.8％ 10.5％ 5.3％
私立・中小 9.1％ 30.3％ 21.2％ 39.4％
私立・大 15.8％ 60.5％ 21.1％ 2.6％
実施中 協力してもらいたい どちらともいえない 協力不要
国公立・中小 11.1％ 88.9％ 0.0％ 0.0％
国公立・大 26.3％ 68.4％ 5.3％ 0.0％
私立・中小 17.1％ 57.1％ 20.0％ 5.7％







が産学連携の意義を ｢地域貢献｣ あるいは ｢社会貢献｣ と捉えていることがわかる｡ 特に
規模別にみると, 最も高い比率は, 大規模大学が社会貢献, 中小規模大学が地域貢献であ
るという点が特徴的である｡ 規模が小さい大学ほど地域をより重視し, 大規模な大学ほど
社会全体への貢献をより重視していることがわかる｡ 次に指摘される意義は, 理工系大学
では ｢研究費の獲得｣ であり, ビジネス系大学にとっては ｢学生・ゼミナールの活性化｣
である｡ 理工系大学では企業との共同研究などによって外部研究費を得られたり, 金額も
研究内容によっては高額になることもあるため, 研究費の獲得手段の一つとして重要性が
増してきたことが示唆される｡ 一方, ビジネス系大学においては, 得られる研究費が理工
系に比べ極めて少なく, 場合によってはほとんどない場合もある｡ また, マーケティング
関連の連携を考えると, 学生が主体になる場合も少なくないであろうから, そうした場合
に学生やゼミナールの活性化に貢献するものとして捉えられている｡






成である｡ また, これに次ぐのは, 理工系大学では ｢大学イメージ・信用力向上｣ ｢大学
収益の拡大｣ であり, ビジネス系大学では学生の就職先拡大, 国立大学では研究費の獲得,
ビジネス系大学では研究課題の解決が指摘される｡
理工系大学における産学連携では, 地域社会への貢献や大学のイメージアップ以外に研




















ものは少ないといえよう｡ 特許化に関しては, 国公立大学 (大規模) において ｢特許化に












































































































































































なる協働事業は少ない｡ ハイリスク・ハイリターンと回答 (｢そう思う｣ と ｢まあ (やや)
そう思う｣ の合計値｡ 以下同じ｡) しているのは, 国公立大学 (大規模) では半数程度
(53.0％), 国公立大学 (中小規模) では２割程度 (22.2％), 私立大学 (大規模) で４割弱








農林漁業 製造業 小売・卸売業 サービス業 自治体 NPO
国公立・中小 5.3％ 78.9％ 0.0％ 5.3％ 10.5％ 0.0％
国公立・大 0.0％ 90.0％ 0.0％ 0.0％ 10.0％ 0.0％
私立・中小 7.7％ 69.2％ 0.0％ 3.8％ 19.2％ 0.0％
私立・大 0.0％ 92.1％ 0.0％ 0.0％ 7.9％ 0.0％
農林漁業 製造業 小売・卸売業 サービス業 自治体 NPO
国公立・中小 0.0％ 0.0％ 11.1％ 22.2％ 66.7％ 0.0％
国公立・大 0.0％ 29.4％ 5.9％ 23.5％ 41.2％ 0.0％
私立・中小 3.0％ 3.0％ 27.3％ 30.3％ 33.3％ 3.0％
私立・大 0.0％ 13.2％ 18.4％ 28.9％ 36.8％ 2.6％
そう思う まあそう思う あまりそう思わない そう思わない
国公立・中小 0.0％ 0.0％ 55.6％ 44.4％
国公立・大 15.8％ 15.8％ 31.6％ 36.8％
私立・中小 2.9％ 8.6％ 48.6％ 40.0％












この問いに関しては, 国公立大学 (中小規模) では過半数 (55.5％：｢そう思う｣ と
｢まあそう思う｣ の合計値, 以下同じ), 同 (大規模) では68.4％, 私立大学 (中小規模)
で86.5％, 同 (大規模) では86.8％の大学が経済的利益よりも目に見えない利益が得られ
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そう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない そう思わない
国公立・中小 87.5％ 8.3％ 0.0％ 4.2％ 0.0％
国公立・大 72.0％ 24.0％ 0.0％ 0.0％ 4.0％
私立・中小 65.5％ 24.1％ 10.3％ 0.0％ 0.0％
私立・大 63.2％ 21.1％ 15.8％ 0.0％ 0.0％
そう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない そう思わない
国公立・中小 50.0％ 41.7％ 8.3％ 0.0％ 0.0％
国公立・大 40.0％ 52.0％ 8.0％ 0.0％ 0.0％
私立・中小 32.8％ 51.7％ 8.6％ 6.9％ 0.0％
私立・大 33.3％ 57.9％ 8.8％ 0.0％ 0.0％
そう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない そう思わない
国公立・中小 29.2％ 58.3％ 4.2％ 8.3％ 0.0％
国公立・大 40.0％ 56.0％ 4.0％ 0.0％ 0.0％
私立・中小 29.3％ 39.7％ 24.1％ 5.2％ 1.7％
私立・大 35.1％ 49.1％ 14.0％ 1.8％ 0.0％
そう思う まあそう思う あまりそう思わない そう思わない
国公立・中小 0.0％ 22.2％ 66.7％ 11.1％
国公立・大 5.9％ 47.1％ 35.3％ 11.8％
私立・中小 8.6％ 22.9％ 51.4％ 17.1％







ビジネス分野における今後の産学連携活動の重要性に関する設問 (｢そう思う｣ と ｢まあ
そう思う｣ の合計値；以下同じ) に関しては, 法人別・規模別を問わず３分の２以上の大
学 (国公立大学 (中小規模) 68.2％, 同 (大規模) 75.0％, 私立大学 (中小規模) 74.5％,




元来, ビジネス関連相談に対応可能な教員はそれほど多くいないと思われる｡ 実際, 国
公立大学 (中小規模) の半数 (50.0％), 同 (大規模) の約６割 (57.9％), 私立大学 (中小
規模) の約８割 (78.4％), 同 (大規模) の約６割 (56.4％) が担当可能な教員は少ないと
答えている｡
こうした担当可能教員の少なさは, 産学連携件数の少なさにも表れている｡ 国公立大学
(中小規模) の55.6％, 同 (大規模) の約８割 (77.7％), 私立大学 (中小規模) の83.7％,




という設問 (表は不掲載) に同意する割合は, 国公立大学 (中小規模) 92.7％, 同 (大規








そう思う まあそう思う あまりそう思わない そう思わない
国公立・中小 11.1％ 44.4％ 44.4％ 0.0％
国公立・大 31.6％ 36.8％ 31.6％ 0.0％
私立・中小 21.6％ 64.9％ 13.5％ 0.0％
私立・大 21.1％ 65.8％ 13.2％ 0.0％
携の活発化のためにはいかに企業のニーズと大学のシーズをマッチングさせるかが問題と








では, 私立大学 (大規模) と国公立大学 (大規模) の半数以上, 私立大学 (小規模) の半








そう思う まあそう思う あまりそう思わない そう思わない
国公立・中小 12.5％ 37.5％ 37.5％ 12.5％
国公立・大 10.5％ 47.4％ 31.6％ 10.5％
私立・中小 27.0％ 51.4％ 18.9％ 2.7％
私立・大 23.1％ 33.3％ 33.3％ 10.3％
そう思う まあそう思う あまりそう思わない そう思わない
国公立・中小 55.6％ 22.2％ 22.2％ 0.0％
国公立・大 33.3％ 44.4％ 22.2％ 0.0％
私立・中小 40.5％ 43.2％ 10.8％ 5.4％
私立・大 55.3％ 31.6％ 13.2％ 0.0％
そう思う まあそう思う あまりそう思わない そう思わない
国公立・中小 55.6％ 22.2％ 11.1％ 11.1％
国公立・大 50.0％ 44.4％ 0.0％ 5.6％
私立・中小 36.1％ 38.9％ 11.1％ 13.9％
私立・大 33.3％ 53.8％ 12.8％ 0.0％
４) ビジネス系課題・大学の研究者情報 (シーズ) を企業側が十分知らない
５) 小規模大学は他大学と連合体組織の形成が必要
また, 18歳人口の減少や４年制大学設置数 (短期大学からの昇格を含む) の増加によっ
て, 大学の経営環境は厳しくなってきており, 加えて入試の多様化, ９月入学・卒業制度
の導入等によって教員の教学・事務的負担増を招いており, その結果, 教育・研究活動以
外の活動すなわち産学連携に割ける時間が十分取れないという教員も少なからず出てきて
いる (図表13参照)｡ 特に, 私立大学 (中小規模) において, ８割近く (78.9％) の大学
が業務多忙で産学連携が実施できる教員が少ないと感じており, 国公立大学 (大規模) で
66.7％, 同 (中小規模) で62.5％, 私立大学 (大規模) でも約５割 (49.1％) が同様の指
摘をしている｡
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そう思う まあそう思う あまりそう思わない そう思わない
国公立・中小 55.6％ 22.2％ 22.2％ 0.0％
国公立・大 57.9％ 31.6％ 10.5％ 0.0％
私立・中小 35.1％ 51.4％ 13.5％ 0.0％
私立・大 36.8％ 44.7％ 18.4％ 0.0％
そう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない そう思わない
国公立・中小 16.7％ 25.0％ 58.3％ 0.0％ 0.0％
国公立・大 33.3％ 20.8％ 45.8％ 0.0％ 0.0％
私立・中小 17.2％ 32.8％ 44.8％ 5.2％ 0.0％

















































署ならびに専門人材 (弁理士, 銀行出身者等) を有しており, 法人別に違いが有るものの
総じてマーケティング (特に大規模大学) や経営戦略 (特に大規模大学), 会計 (国公立
















のがあり, 特に大学法人別・規模別に違いがみられる｡ まず, 企業との連携の実施状況に
ついては, 市場調査・来店者調査, 新入社員研修・管理職研修 (主に国公立大学), 新製
品・サービスの共同企画・開発, 広告宣伝, 経営診断・企業診断・改善提案といった事項
において10～30％の大学が産学連携を実施中である｡ その反対に企業との連携が困難なも
の (対応は困難と回答した割合) は, 経営戦略立案への参加 (国公立大学の半数以上),
社外取締役への就任 (国公立大学・中小規模の約４割, 私立大学 (大規模および中小規模)
の半数以上), 企業の組織改革・改変への協力 (国公立大学および私立大学の中小規模の
４割強), 留学生による企業対象の語学研修 (国公立大学・中小規模および私立大学 (大
規模および中小規模) の半数以上), 企業のホームページ作成への協力 (国公立大学・中
小規模の約７割) である｡ 未実施の大学で対応可能と回答した大学における対応可能者に















インターンシップの受け入れであり, 国公立大学 (中小規模) の100％, その他の法人・
規模の大学では７～８割が既に実施中である｡ 企業側の協力を得て教育目的で学生を仕事
現場に派遣するインターンシップ事業は, ほとんどの大学が実施している産学連携活動で
あるといえよう｡ 次いで実施率 (カッコ内の数値) が高い順に, ビジネス系科目への講師
の派遣 (国公立大学 (大規模) の６割, その他の法人・規模の大学の４～５割), 寄附講
座の設置 (国公立大学 (大規模) および私立大学 (大規模) の４割, その他の法人・規模
の大学では２割), 寄附金・奨学金の資金提供 (国公立大学 (大規模) の約５割, 私立大
学 (大規模) の約４割, 中小規模の私立大学１割, 国公立大学０％), 大学・大学院への
学生の派遣, ビジネス系大学教員への研究協力が挙げられる｡ しかしながら起業したい学
生へのアドバイス, 投資支援, 開業場所の提供に関しては実施率が極めて低いか０％であ
る｡ 各項目に関して企業と連携していない大学においても企業側の ｢協力は不要｣ とする
ところは極めて少なく, 半数程度ないしそれ以上の大学が企業の協力を必要としているこ
とが明らかとなった｡ 法人別, 規模別にみると, インターンシップが概して中小規模大学
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において実施率が高いものの, ビジネス系科目への講師派遣, 寄附講座の設置, 寄附金・




にした｡ 意義に関しては理工系とビジネス系の産学連携を比較すると, 共通の意義, 異な
る意義を見出すことが出来る｡ 理工系, ビジネス系のいずれにおいても産学連携は社会貢


















経験のある教員) を抱えていることのメリットが大きいと言える｡ 逆に, 中小規模大学で
は地域的な連携を組むなどして規模の不利性を克服することが重要となる｡ 近年, そうし
た動きは, 例えば京都で1998年に設立され, 現在50の国公私立大学・短大が参加している
産学官連携組織である (財) 大学コンソーシアム京都 (財団法人大学コンソーシアム京都
2010), 東京多摩地域の29の国公私立大学・短大 (正会員) が参加する地域連携組織 (財
団法人学術・文化・産業ネットワーク多摩事務局 2011) などのように, 特に2000年以降,
地元自治体も含めた産学官連携組織として各地で形成され始めた｡
ビジネス分野の産学連携においては理工・医薬系分野にはない課題が存在する｡ 企業と
ビジネス分野で連携をしたい大学は多いものの, 実際には国立大学 (中小規模) の半数,
それ以外の法人・規模の大学でも８割程度が実態面での産学連携件数の少なさを指摘して
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画｣ を端緒とした相次ぐ政策的支援だけでなく, 企業の戦略提携の活発化, シリコンバレー
モデルへの注目等を背景に1990年代中旬から増加を続けてきたが, その領域は医薬・理工





そこで本稿では, 企業と関連性の高いビジネス系 (経済・経営・商・会計学等) 分野の
学部・学科を有する大学と企業の連携のありかたについて, 特に大学経営の視点から, 設
置主体の違い, 規模の違いを考慮して, 全国の大学にアンケート調査した結果を分析し,
連携ニーズの内容とその程度, 連携への対応可能性と連携の意義・メリット, 課題 (連携
阻害要因) 等を明らかにした｡ 大学が企業に提供できる内容は少なくなく, マーケティン
グ調査・企画や企業の研修等においては10～30％が現実に実施中であるが, 一方で連携困
難な要因も存在する｡ また, 一方的に大学が提供するだけでなく, 企業側に提供してもら
いたい項目も多数存在し, それらが今後の提携関係継続のための潜在ニーズとして存在し
ていることが判明した｡ 提携の意義は法人別, 規模別に特徴がみられるとともに, 社会貢
献や地域貢献だけでなく多様な項目から成り立っている｡ ただ, こうした企業との連携へ
の希望は少なくないものの, ビジネス相談への対応教員の少なさ, 大学業務の多忙化によっ
て産学連携の実施が阻害されている面もあることが明らかとなった｡
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